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太陽光発電の普及 ･促進事業をめぐる
政府 ･地方自治体の政策課題
中　村　祐　司
Ⅰ . 太陽光発電事業をめぐる二つの研究アプロー
チ
本研究は、自然エネルギー事業の一つである太
陽光発電事業に注目し、普及 ･ 促進をめぐる国の
動きや地方自治体の導入動向について新聞報道や
現地調査から把握 ･ 整理し、とくに行政、企業、
住民との間の相互協力事業推進の動態に注目し
て、そこから浮き彫りになる課題や特質を提示し
ようとするものである。
東日本大震災を契機に、技術畑に身を置かない
行政や政策の研究者がエネルギー政策を対象とす
ることの責務が、格段かつ飛躍的に増したように
思われる。東京電力福島第一原子力発電所の事故
は、技術 ･ 理工系列の専門集団ネットワークの存
在そのものが、正当性や信頼性、さらにはその専
門性をも含めた形で問われるようになったからで
ある。
その意味で、エネルギー政策領域とはこれまで
縁遠かった社会科学系列の一研究者が、新聞報道
と現地調査から国の動向や地域の実践を把握し、
今後の分析枠組みや理論的アプローチの提示につ
ながる政策状況をこの機会に提示しておくこと
は、その資料的価値の提示も含め無意味なことで
はないと考える。
そこで以下、大きく二つのアプローチから、太
陽光発電事業をめぐる政策課題を明らかにする。
一つ目は、太陽光発電事業の普及 ･ 促進をめぐる
国の政策動向の新聞報道からの把握である。と
くに東日本大震災（2011 年 3 月 11 日）以降、原
発の再稼働問題など国の電力供給をめぐる政策は
動揺 ･ 変容し今日に至っており、自然エネルギー
をめぐる促進 ･ 普及政策の内容も震災前と震災後
とでは同列に論じられない状況となっている。本
研究では対象とした新聞報道の多くが 2009 年、
2010 年であるため、データ等が既に過去形にな
りつつあるといった限界がある点は指摘しておか
なければならない。
しかし、だからこそ震災以前 2 年間の政策動向
を把握する意義があるともいえるのではないだろ
うか。こうした研究上の限界と意義を踏まえた上
で、導入促進技術 ･ 制度、政府 ･ 企業 ･ 地域 ･ 消
費者間調整、各国政府の電力政策、といった三つ
の課題群を設定し、対象とした新聞報道（主とし
て 2009 年と 2010 年の太陽光発電に関する主要紙
の報道）の内容をいずれかの課題群に当てはめる
検証作業を行う（Ⅱ～Ⅴ）。加えて、太陽光発電
の普及 ･ 促進をめぐる課題を指摘した一つの論述
を選定し、その要旨を提示する。
二つ目のアプローチは、地方自治体の太陽光発
電促進 ･ 導入事業の現地調査を通じた把握を行う
ことである（Ⅵ～Ⅷ）。このアプローチについて
も、訪問調査による行政担当者などへの聞き取り
や資料入手が「浅く広く」となってしまい、表層
的な記述や調査時点以降のデータをめぐるフォ
ローの在り方といった限界があったといわざるを
得ない。しかし、そうであったとしても、震災後
の「原子力ムラ」に対する批判に代表されるよう
に、太陽光発電事業についても、専門家集団やメ
ディアが提示するデータのみに依存するのではな
く、普及 ･ 促進の現場を垣間見ることや、担当者
の説明を直接聞く機会が、この国のこれからのエ
ネルギー政策を学問的に検討していく上でも不可
欠であると考える。
Ⅱ . 導入促進技術 ･ 制度をめぐる課題群 1
環境省は 2009 年 2 月に、2030 年までに 2009
年比 5 倍の 7900 万㌗の太陽光発電導入が可能と
位置づけた。普及により 2020 年までに約 60 万人
の雇用創出が可能だとし、経済産業省も太陽電池
や燃料電池は世界市場に売れる製品が育つとし
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た。しかし、約 40 万世帯（2009 年 3 月現在）と
みられる家庭用太陽光発電の普及目標は「20 年
に約 320 万世帯」（経産省）であるが、2008 年度
補正と 2009 年度政府予算を合わせた補助予算は
約 12 万世帯分にすぎなかった。
2010 年度からの新制度は電力会社による買い
取り価格を 2 倍に引き上げるとともに、電力会社
に 10 年間の買い取りを義務づけるもので、電力
会社の負担増加分は電気料金に上乗せされた。実
際、2011 年度の買い取り価格は 1㌔㍗時 42 円と
なり、標準的家庭で考えると、12 年程度で発電
装置の導入費用を回収できることになる。太陽光
発電をしているか否かにかかわらず、各家庭の電
気料金は 1 カ月当たり数 10 円から 100 円ほど高
くなる見通しとなった。新エネルギー利用特別措
置法（RPS 法）は、全発電量のうち一定量を自然
エネルギーでまかなうよう、電力会社に義務づけ
ているが、2008 年度の義務量は全発電量のわず
か 1% であった。
しかし、技術革新により、地球に降り注ぐ大量
の太陽光を効率よく使えるようになってきてお
り、仮に日本の国土の 5 ～ 6% に太陽光発電パネ
ルを敷き詰めれば、全エネルギーを賄えることに
なる。梅雨や降雪に備えて蓄電池と柔軟な送電網
が必要だが、技術革新による対応は可能である。
また、スマートグリッドは、送電網に通信 ･ 制御
システムを組み込み、発電施設と家庭や工場、ビ
ルなどの施設を結び、発電量に加え、使う側の電
力量まで増減させるとしくみである。
2010 年代に整備を目指す「日本型」次世代送
電網の仕組みは、太陽光発電による発電量などの
データを、送電線網に組み込まれている通信回線
を集めた上、天候などから発電量を予測するもの
である。電力供給が需要を上回る場合は全国各地
に設置する蓄電池に充電し、雨で太陽光発電がで
きないなど供給が需要を下回る場合は放電し、電
圧などの「電力の品質」を一定に保つものである。
図表 1 のように、各エネルギーには「安定供給
性」「環境適合性」「経済効率性」を柱とする総合
力が求められるが、全てを満たす基幹エネルギー
は存在しないため、原子力、火力、水力を組み合
わせて対応している。
図表 1　各エネルギー源の特徴
最大出
力（万
㌔㍗）
円 /kWh 供給
安定性
環境
適合性
可採
年数
原子力 4885  5-6 ○ ◎ 85 年
太陽光 277 49 ◎ ◎
風力 218  10-14 ◎ ◎
地熱 54  8-22 ◎ ◎
水力 4638  8-13 ◎ ○
石油 4345 △ △ 42 年
天然ガス 6157  7-8 ○ ○ 60 年
石炭 3795 ○ △ 122 年
注：表中の◎、○、△は供給安定性と環境適合性につい
ての高～低の程度を表す。
資料：「原発の代替は可能か」（2011 年 5 月 1 日付産経新聞）
より。
Ⅲ . 政府 ･ 企業 ･ 地域 ･ 消費者間調整をめぐる課
題群 2
太陽光発電設置後の支援策で代表的なのが余剰
電力の売買価格に補助金を上乗せし、設定家庭の
売電収入を増やす方法である。たとえば東京都渋
谷区の場合、1㌔㍗時あたりの売電価格に 30 円上
乗せしている。東京電力に売電する場合、補助制
度で収入は 2 倍前後に増えることになる。一方で、
設置後の修理修繕費用も掛かってくる。太陽光発
電ネットワークによると、装置の故障率は 1 割を
超えるという指摘もある。また、たとえ故障がな
くても 10 年に 1 度程度は計量器を交換する必要
があるし、雷などで止まることもある。
2010 年度予算案では、省エネ関連も含めて
2009 年度当初比 6.9% 増の 2,290 億円を計上した。
政府は、図表 2 のように、太陽光発電を設置する
住宅への補助制度の大幅拡充に加え、低コストで
発電効率の高い次世代太陽光発電システムを開発
した企業への支援制度を新設するなど、家庭と企
業の双方に目配りしている。
日本が太陽光による分散型エネルギー社会を率
先すれば、世界経済を変える。また、太陽光の大
規模発電は、太陽電池を並べる発電施設を海に浮
かべたり、国際協力で砂漠に造ったりすること、
さらには宇宙空間で太陽光を受けるということで
可能になる。脱温暖化の切り札になるだけでなく、
自立型の地域社会を育て、先端技術の開発に拍車
をかけ、世界経済の不安定要因も小さくなる。
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図表 2　自然エネルギーの普及に関する国の事業事業
事業内容 2010 年度予算案
太陽光発電システムを設置す
る家庭への補助
401 億円（99% 増）
太陽光や風力など新エネル
ギーを導入する企業や自治体
などへの補助
345 億円（5％減）
次世代太陽光発電システムの
技術開発支援
41 億円（新規）
沖合での洋上風力発電の技術
開発支援
23 億円（7.7 倍）
新たなエネルギー技術を開発
し、実用化を目指す中小ベン
チャー企業への支援
16 億円（4 倍）
注：かっこ内は 2009 年度当初予算比。
資料：「自然発電 世界レベル」（2010 年 10 月 5 日付読売
新聞）より。
Ⅳ . 各国政府の電力政策をめぐる課題群 3
国際エネルギー機関（IEA）によると、世界
の太陽光発電の能力は 2006 年の 700 万㌔㍗から
2020 年には約十倍の 7,200 万㌔㍗まで拡大する見
通しとなっている。ドイツやイタリア、スペイン
などでは太陽光で発電した電力を通常の電力料金
よりも高く買い取る制度を採用し、2020 年の EU
（欧州連合）の同発電能力は 3,200 万㌔㍗と世界
の 5 割弱を占める見込みである。
もともと日本は、太陽光発電の技術と太陽電池
の生産量で世界をリードしてきた。国内のシステ
ムの導入量でも 2004 年ころまでは世界一であっ
たが、欧州の主要国が太陽光発電の普及に力を入
れ、2005 年には導入量で日本はドイツに抜かれ
た経緯がある。中東においても、たとえばアラブ
首長国連邦（UAE）が、太陽光、風力など再生
可能エネルギーを中心に据えた「緑のシリコンバ
レー計画」に注力している。2020 年までに首長
国内の太陽光（熱）発電を 150 万㌔㍗に引き上げ
る計画で、日本の電力 10 社は、20 年の目標値を
計 14 万㌔㍗としており、その 10 倍以上となる。
電力政策においても、1990 年代以降、欧州を
中心に電力自由化が進み、欧州や米国では、新規
の発電事業者も送電線を自由に使えるようになっ
た。加えて、多くの国には、新エネ事業者がほぼ
制限なしで優先的に送電線に接続できるという政
策がある。
Ⅴ . 促進 ･ 普及をめぐる難題
太陽光発電事業をめぐる導入促進技術 ･ 制度、
政府 ･ 企業 ･ 地域 ･ 住民間調整、各国政府の電力
政策、といった三つの課題群を設定し、課題群ご
とに政策争点となる素材（新聞報道の内容）を注
入する試みを行ってきた。内容把握の経緯におい
て、太陽光発電事業が置かれた日本の立ち位置を
最も的確に捉えていると思われる福島清彦氏によ
る指摘 4 を見出した。以下、その要旨である。
風力発電と比べて太陽光パネルによる発電があ
まり伸びていない理由として、太陽光パネルはシ
リコン半導体を使うので高価であること、太陽エ
ネルギーの 2.75% しか電力に転換できないこと、
それに比して風力発電は風力の半分まで電力に転
換できるほど発電技術が向上したこと、風力発電
の大型化が進み発電コストが低下したこと、の四
つが挙げられる。
分散型小規模発電普及の可能性を否定しないも
のの、太陽光発電の場合、発電コストがネック
となる。EU の例ではメガワット時あたり料金が
300 ～ 400 ユーロで、同 7.5 ユーロの風力と太刀
打ちできないし、バイオ燃料による発電の同 157
ユーロに比べても値段が高すぎる。政府の誘導政
策だけではなく、太陽光発電の発電効率を飛躍的
に上げる技術革新が必要である。現状では高価な
半導体を使わない太陽熱発電の方が有力視されて
いる。
政府の政策手法は、家庭で発生した余剰電力の
買い取りに主眼が置かれ、電力会社に再利用可能
エネルギーによる発電の数値目標を示すまでいっ
ていない。買い取り制についてもまず各家庭で自
家発電分を全量自家消費することを求め、残った
余剰電力だけ電力会社が市価の 2 倍で買い上げる
段階にとどまっている。ドイツでは、10 年前に
家庭での発電の全量を買い取った当初は市価の 5
倍だった。この結果、小遣い稼ぎを狙った家庭や
小事業者が小規模発電へ大量参入した経緯があ
る。日本では既存の電力会社への配慮が働きすぎ
ている。
都市家庭での太陽光や農村休耕田での風力 ･ 太
陽光発電が普及すると、高値で電力を買わされる
電力会社の経営は圧迫される。しかも電力供給が
断続的なので、蓄電池や変電所への投資が掛かる。
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費用は短期的には電力会社が負担するしかない
が、長期的には消費者が今より高い電力料金を負
担することになる。ドイツでは電力料金が 10 年
で倍に上昇した。消費者も電力会社も高価格を覚
悟することが必要である。
以上のように福島氏は、太陽光発電をめぐる技
術、コスト、政策手法、電力会社、消費者が直面
しつつある難題を、風力との比較や EU やドイツ
の事例をもとに的確に位置づけている。
Ⅵ . 東京都の「環境価値」導入と中央区の「エコ
･ アクションポイント」事業
東京都地球温暖化防止活動センター（クール ･
ネット）は、「地球温暖化対策の推進に関する法
律」第 24 条にもとづき、2008 年 4 月に活動を開
始した。「住宅用太陽エネルギー利用機器導入促
進事業」における補助金の交付を受けた太陽エネ
ルギー利用機器が生み出電力量 ･ 熱量を「環境価
値」と捉え、太陽光発電等を設置した住宅におい
て 10 年間使用された電力量 ･ 熱量がセンタ （ー東
京都環境整備公社）に譲渡される。
センターではその一部をグリーンエネルギー証
書として企業等に発行 ･ 販売する。環境価値とは、
「再生可能エネルギーを変換して得られる電気ま
たは熱が有する地球温暖化及びエネルギーの枯渇
の防止に貢献する価値」のことであり、補助単価
は 1㌔㍗あたり 10 万円である。企業等へ売却し
た代金は、2011 年度以降の太陽エネルギー利用
拡大策に活用される。
企業等は、再生可能エネルギー発電施設を持た
なくても、グリーン電力証書を購入することによ
り、電力会社から通常どおり供給される電力を利
用しながら、グリーン電力を利用したとみなされ
る。グリーン電力証書の発行に伴う収益が、再生
可能エネルギーの供給サイドに流れるしくみと
なっている。このように対象は太陽光発電だけで
はないものの、東京都では再生エネルギー供給者
に対するインセンティブを付与している 5。
一方、東京都中央区の場合、太陽光発電の設置
条件に恵まれているとはいえず、また、とくに共
同住宅への設置は合意を得るのが難しく、住宅設
置の実績としては 2009 年度が 3 件、10 年度は 2
件にとどまっている。これまで累計で 30 事業所
が「環境配慮事業所」の認定を受けている 6。
実績には乏しいものの、中央区の支援 ･ 助成の
特徴として「二段階方式」が挙げられる。すなわち、
通常は出力 1㌔㍗あたり 10 万円で、限度額は住
宅が 35 万円、共同住宅が 100 万円であるが、「中
央区版二酸化炭素排出抑制システムの認証を取得
している場合 ･ 同システムに参加申込をしている
場合」には、出力 1㌔㍗あたり 15 万円で、限度
額は住宅が 42 万円、共同住宅が 120 万円と増額
される 7。
さらに、中央区は「エコ ･ アクションポイント」
を導入している。これは区が実施する環境活動に
参加したり、企業が指定する商品を購入したりす
るとポイントを獲得でき、認証により商品等に交
換できる制度である 8。
なお、導入実績の乏しさは千代田区や港区でも
同様であり、前者の場合、高層ビルがもたらす日
照の関係で太陽光発電導入は困難となっており、
2009-10 年度で一般住宅は 3 件、事業所は 4 件の
みである 9。後者についても、2010 年度における
実績として、住宅用太陽光発電システムの場合、
22 件分の予算措置に対して 20 件、業務用太陽光
発電システムの場合、5 件の予算措置に対して 2
件であった 10。
Ⅶ . 長野県飯田市における先駆的取り組み
長野県飯田市は、全国初の「初期投資ゼロ太陽
光発電設置制度」を創設した。2004 年 4 月設立
のエネルギーの地産地消を目指す NPO 法人「南
信州おひさま進歩」は、寄付型の市民共同発電を
追求するようになった。ファンド 11 設立にあたっ
ては 2001 年における北海道浜頓別町の「市民風
車」事業“はまかぜちゃん”に学んだ。また、東
京の NPO 法人環境エネルギー政策研究所からも
事業のヒントを得た。
飯田市は 1996 年から積極的に関わるようにな
り、「南信州おひさまファンド」は 4 つのファン
ドのうちの一つである。出資者にはリターンを生
み出すよう工夫し、全国から 2 億円が集まり、0
円システムが可能となった。2010 年 1 月からは
個人住宅に 0 円システムを導入した。その他の 3
つのファンドについては、保育園、公民館、民間
事業者を対象とした。2009 年 10 月までに電力を
39太陽光発電の普及･促進事業をめぐる政府･地方自治体の政策課題
売った事業所が 160 か所に達した。売電には中部
電力の間におひさまファンドが入る形を取った。
ちょうど 1㌔㍗あたり 48 円の買い取り制度スター
トのタイミングで 0 円システムを導入した。
太陽光発電はエネルギーの地産地消の観点から
ガス化して発電する木質バイオマスと並んで非常
に重要なエネルギーに位置づけられている。また、
相当な雇用効果も見込まれる。付加価値の高い用
材を動脈と位置づければ静脈の整備がこれからの
課題である 12。飯田市のおひさま進歩エネルギー
株式会社は、全国で初めて太陽光発電装置のため
の市民ファンドを募集し、市内 160 ヶ所以上の保
育園･公民館･事業所などに太陽光発電を設置し、
エネルギーの供給をしている（2010 年 3 月現在）。
「おひさま 0 円システム事業」とは、公共施設
や事業所の屋根におひさま進歩エネルギー株式会
社の全額負担で太陽光パネルを設置し、設置後、
太陽光パネルが発電した電力を設置施設公共施設
主や事業所主が買い取る仕組みである。設置者に
とっては、初期投資の負担なく自宅に太陽光発電
パネルを設置できる。設置後の電気代は、「2.5㌗
相当で月額 1 万 5,500 円、3.3㌗相当で月額 1 万
9,800 円、4.4㌗相当で 2 万 3,500 円」となってい
る 13。
Ⅷ . 横浜市、帯広市、小平市における促進事業の
特徴
神奈川県横浜市では太陽光発電システムを、自
家発電システムと位置づけ、温暖化対策に取り組
む上で重要なシステムと捉えている。「横浜スマー
トシティプロジェクト」において、地域全体での
発電量や売電量を重視し、太陽光発電を導入する
ことで、家庭内の電力消費量がどのように変化す
るかの実証に踏み出している。補助内容は、契約
金額から補助金額を差引く方式で、太陽光発電シ
ステム 1㌗あたり 7 万円であり、国の補助金 1㌗
あたり 7 万円との併用が可である 14。
北海道帯広市は、瀬戸内に匹敵するほど日照時
間が長い。太陽光は温度が低ければ効率が良く、
加えて、帯広は「煙突の煙は常にまっすぐ上にの
ぼる」いわれるほど風がない日が多い。とくに
2009 年以降、太陽光の発電量が伸びている。設
置には 4㌗ 60 万円掛かるが、市が 15 万円、国が
28 万円を補助する。国は 1㌗ 7 万円の補助である。
市は上限 150 万円の無利子融資を行っている。そ
れでも 40 万円が市民には掛かるから、どうして
も躊躇する傾向がないとはいえない。帯広市とし
ては、2012 年度から補助を 20 万円上積みする予
定である。
太陽光発電以外は「中途半端」な政策にならざ
るを得ない。家畜 ･ 糞尿からのバイオマス発電を
やってはいるが、太陽光の場合、設置が市民の目
に見えるので宣伝になるし、バイオマス発電で比
べて国の支援も手厚い。木質ペレットにしても、
労務費などこの燃料が灯油代との比較で売れるか
どうかという課題がある。そのあたりのことに消
費者は敏感であり、実際にはこうしたお金の問題
が大きい。
太陽光発電事業も含む環境問題について、PR
をどう呼びかけていくかについて、一番効果的な
のは小学校 3、4 年生にアプローチすることだと
考えている。市では環境副読本を使って NPO の
協力、市の環境推進員の協力を得て環境交流会 ･
セミナーなどを行っている。広域ゴミ処理施設も
あり、そこも環境教育の場となっている 15。
東京都小平市では、太陽光発電システムを設置
する市民モニターに設置費用の一部を助成（2011
年 7 月 29 日現在）している。国や東京都による
助成制度（前者は 1kW 当たり 4 万 8,000 円、後
者は 1kW 当たり 10 万円）との併用利用も可能で
ある。
小平市の助成金を例に挙げると、交付申請段階
で、機器設置費助成申請書、住宅所在地の案内図、
設置場所の設置図、機器設置の見積書等、機器の
形状 ･ 規格がわかるカタログ等、手続代行者選任
届（代行者が申請等の手続を行う場合）の提出が
義務付けられている。また、機器設置 1 カ月以内
に、機器設置完了報告書兼支給請求書、機器設置
費用のわかる領収書等の写し、機器設置後の写真、
電力受給契約をしたことがわかる書類の写しを提
出しなければならない。助成金受領までの道のり
は相当あるように思われる。こうした一連の手続
きを代行者が担った場合の費用負担は、当然、申
請者である住民にかかってくるものと思われ、小
平市に限らず、このあたりの精査が求められるの
ではないだろうか 16。
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Ⅸ . 太陽光発電の普及 ･ 促進事業の特徴
以上のように太陽光発電をめぐる国の普及 ･ 促
進事業については、新聞報道からの把握に努めた
結果、その推進政策においては、電力の買取り制
度や設置助成など、風力や太陽熱利用と比べると
積極的な国の導入支援策の動向が明らかになっ
た。
一方で、電力供給にかかるコストや電力全体に
占める割合といった面で、太陽光発電はまだまだ
発展途上のエネルギーであり、既存の売買電シス
テムの見直しや発送電分離、さらには既存電力業
界そのものの改革の必要性など、地域への浸透に
は多くの課題を抱えていることが明確となった。
とくに 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の発生
以後、一国の電力エネルギー、とくに原子力発電
のあり方をめぐり、国内外で議論がわきあがって
いる現状を踏まえ、国策としての太陽光発電のよ
り一層の促進政策にも注目した。
東京都、千代田区 ･ 中央区 ･ 港区の都心 3 区、
神奈川県横浜市、長野県飯田市、北海道帯広市、
東京都小平市の訪問調査を実施した。いずれの地
方自治体においても、当該地域固有の環境条件を
活かす形での、地域活性化事業につなげる太陽光
発電導入事業の実施が確認された。
たとえば、帯広市では畜産自然エネルギーなど
他の自然エネルギー推進とのネットワーク連携
や、市民参加での森づくりなど、太陽光発電の促
進と他の環境エネルギー ･ 環境利用とが現実には
連なっていることが見出された。太陽光発電事業
は他の環境エネルギーや既存の化石エネルギーと
の相関関係のなかで位置づける必要があろう。
太陽光発電を地域活性化の中心的な切り札と捉
えている長野県飯田市では、市民、民間事業者、
行政が一体となった先導モデル的な太陽光発電導
入事業が行われていた。この飯田市モデルは震災
後の日本における自治体導入モデルとなり得るの
ではないだろうか。飯田市の実践事例は、国の支
援をうまく使うという前提に立った上で、当該地
域に住む市民や事業者、そして自治体職員が知恵
を出し合い、当該地域資源を最大限に活かすべく
方策を実施し、まさに地域そのものを総合的にマ
ネジメントしていく新時代の地産地消エネルギー
のあり方において先陣を切っているように思われ
る。
太陽光発電をめぐる日本政府による促進策や地
方自治体による支援や活動状況を追う過程で、第
一に、太陽光発電をめぐる技術の進歩は日進月歩
であり､ 政策としての支援システムについても極
めて流動的であること、第二に、自然 ･ 環境エネ
ルギーに対する消費者の関心が極めて高いこと、
第三に、政府による太陽光エネルギーの開発 ･ 促
進 ･ 支援が国家間競合の様相を呈してきているこ
と、第四に、とくに震災後は原子力発電のあり方
とも絡んで、日本における太陽光発電の推進は世
界の注目の的となってくること、などが明らかに
なった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 「大胆な買い取り制度を」（2009 年 3 月 9 日付朝日新聞）、
「動けぬ企業 政府頼み」（2009 年 3 月 15 日付朝日新聞）、
「賢い送電網 新エコ政策」（2009 年 3 月 16 日付朝日新
聞）、「賢い送電網「スマートグリッド」」（2009 年 4 月
9 日付産経新聞）、「国内に次世代送電網」（2009 年 7 月
4 日付読売新聞）、「太陽エネルギーを使い尽くせ」（2010
年 1 月 25 付日本経済新聞）、「原発の代替は可能か」（2011
年 5 月 1 日付産経新聞）、「太陽光発電 補助金申請が急
増」（2011 年 5 月 17 日付日本経済新聞）より。なお、
本稿で参照した新聞報道はいずれも朝刊である。
2 「温暖化と科学技術」（2009 年 3 月 16 日付朝日新聞）、「太
陽光発電、お得度増す」（2009 年 6 月 20 日付日本経済
新聞）、「自然発電 世界レベル」（2010 年 1 月 5 日付読
売新聞）より。
3 「新エネルギー本格活用、経済活性化にも貢献」（2009
年 2 月 27 日付日本経済新聞）、「太陽光発電に参入」（2009
年 3 月 5 日付日本経済新聞）、「産油国から緑の国へ」
（2009 年 3 月 8 日付毎日新聞）、「電力政策 曲がり角」
（2009 年 4 月 4 日付朝日新聞）より。
4 福島清彦「代替電力の全量購入を」（2009 年 8 月 14 日
付日本経済新聞）。
5 東京都地球温暖化防止活動センターへの訪問調査（2010
年 12 月 8 日）および財団法人東京都環境整備公社、東
京都地球温暖化防止活動推進センター『平成 21 年度
･22 年度 住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業 
手続の手引き＜太陽光発電システム編＞』より。
6 東京都中央区環境部環境保全課への訪問調査（2010 年
12 月 8 日）による。
7 中央区版二酸化炭素排出抑制システムは、事業活動や日
常生活における環境活動により、二酸化炭素の排出量
を減らしていく仕組みであり、事業所用と家庭用があ
る。一定の取り組み成果をあげた場合に「認証証」が
交付される（中央区環境部環境保全課『自然エネルギー
･ 省エネルギー機器等導入助成のご案内 住宅用』より）。
また、中央区では、自然エネルギー機器と省エネルギー
機器等を同時導入した場合（たとえば、太陽光発電シ
ステムとエコジョーズを同時に導入した場合など）、助
成額が 1.2 倍になる。具体的には、太陽光発電システム
10㌔㍗の一般助成額は 100 万円、エアコンディショナー
の一般助成額は 20 万円で、合計は 120 万円となるが、
41太陽光発電の普及･促進事業をめぐる政府･地方自治体の政策課題
これを同時に導入すると 144 万円の助成が得られる（中
央区環境部環境保全課『自然エネルギー ･ 省エネルギー
機器等導入助成のご案内 事業者用』）より。
8 認証の特典として、①エコ ･ アクションポイント 
1,000PT（1,000 円相当）と、②太陽光発電システム、
太陽熱温水器などの購入助成制度の優先適用 ･ 上乗せ
助成、の二つがある。 「チャレンジシート」「デイリー
チェック表」「環境クイズ」に取り組むことで、これを
区が確認して認証する（中央区環境部環境保全課『地
球温暖化防止にチャレンジ！ 中央区版二酸化炭素排出
抑制システム 家庭用ガイドブック』による）。
9 東京都千代田区環境安全部環境 ･ 温暖化対策課への訪問
調査（2010 年 12 月 8 日）。
10 東京都港区環境リサイクル支援部環境課への訪問調査
（2010 年 12 月 8 日）。
11 「南信州おひさまファンド」は、2005 年 2 月から同年 5
月までの期間を設定し、1 口 10 万円と 50 万円の募集を
行った。その結果、476 名から満額の 2 億 150 万円の
出資を得た。投資事業は省エネルギー、太陽光発電設
備等に当てられた。また、「温暖化防止おひさまファン
ド」は 2007 年 11 月から 2008 年 12 月の期間で、1 口
10 万円と 50 万円の募集を行い、653 名から 3 億 4340
万円の出資を得た（おひさま進歩エネルギー株式会社
『省エネ ･ 創エネで循環型社会をめざす』）。
12 おけるおひさま進歩エネルギー株式会社への訪問調査
（2011 年 3 月 7 日）。
13 おひさま進歩エネルギー株式会社『すべての屋根に太
陽光発電を !! おひさま 0 円システム 2010』。飯田市も太
陽光発電の促進には熱心で、「環境モデル都市」を標榜
するなかで、「おひさまグリッド（株）、飯田信用金庫、
飯田市の三者共同で、初期投資 0 円の住宅用の太陽光
発電システム導入事業を実施しています。既存の住宅
への太陽光発電の設置には、初期投資費用がかかるた
め、そのために太陽光発電の設置に躊躇していた層を
ターゲットに市民ファンドや金融機関のプロジェクト
ファイナンス的な支援を受けて、新たな仕組みで太陽
光発電の普及に取り組んでいます」と述べている（2011
年 3 月 7 日の訪問調査。飯田市水道環境部地球温暖化
対策課『環境モデル都市飯田の地球温暖化対策』）。また、
飯田市には環境省の補助事業により設置された「エコ
ハウス」がある（2011 年 3 月 8 日に訪問調査）。その
説明として、「北側親世代住宅：南向きの屋根には、太
陽光発電（3.12kw）+ 太陽熱回収一体型パネルを設置。
限られた屋根面積を有効活用。パッシブソーラーシス
テムで自然エネルギーを利用した快適な室内環境を実
現。冬季は日射熱を床下に蓄熱し、低温床暖房に利用。
夏季は日射熱による温水取得と、夜間の放射冷却空気
の床下蓄冷。伊那谷特有の 1 日の温度変化を有効利用」
（飯田市商業 ･ 市街地活性課『21 世紀環境共生型モデ
ル住宅 りんご並木のエコハウス誕生』）とある。
14 横浜市地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課への
訪問調査（2011 年 3 月 25 日）および横浜市地球温暖
化対策事業部横浜グリーンパワー担当『横浜グリーン
パワー（YGP）モデル事業』。
15 帯広市役所市民環境部環境課への訪問調査（2011 年 3
月 28 日）。帯広市では太陽光発電の普及について、日
本有数の長い日照時間を利用した太陽光発電を 2030 年
までに 1 万戸に普及させるとしている（帯広市『環境
モデル都市の取組み』2009 年 3 月）。また、「地域特性
である多日照、寒冷気候を有効活用できる太陽光発電
を一般家庭や公共施設に積極的に導入するとともに、
大規模発電施設の立地誘導を図り、将来的には太陽光
発電が一般的に利用される太陽光社会をめざす」と記
述している（帯広市『環境モデル都市 行動計画』2009
年 3 月）。一般家庭への普及について、太陽光発電設備
導入補助の実績は 116 件（2009 年度）である。公共施
設等への太陽光発電の普及は、帯広市農業技術センター
（10㌗）、帯広畜産大学（50㌗）、帯広柏葉高校（20㌗）、
帯広の森「はぐくーむ」（15㌗）･ 帯広職業訓練センター
（10㌗）、啓西小学校（10㌗）、第一中学校（10㌗）、豊
成小学校（50㌗）」である（帯広市環境モデル都市推進
室『環境モデル都市行動計画 これまでの主な取り組み
概要 No.3』2010 年 4 月）。
16 小平市環境保全課への訪問調査（2012 年 1 月 6 日）お
よび小平市『小平市新エネルギー ･ 省エネルギー機器
設置モニター助成制度募集要領』。同要領によれば、助
成条件は、①機器の設置前に申請し、申請日から既築
4 カ月 ･ 新築 7 カ月以内に設置を完了するか、2011 年
度内に設置を完了すること、②申請者が電力会社と電
力受給契約を締結すること、③設置 1 年以内に省エネ
ルギー報告書を市に提出すること、をすべて満たすこ
ととなっている。助成金額は出力 1㌗当たり 5 万円（上
限 5 万円）である。なお、訪問時において 2012 年度の
助成実施については未定。
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Abstract
This paper is to clarify the policy problems of how to come into use of Photovoltaic Power Generation （PPG（ in 
Japan.
Two research approaches are presented. One approach is related to achieve a firm grasp of policy movement for 
PPG’s dissemination. Japanese major newspapers are source of information in this approach. According to newspa-
pers, PPG’s dissemination policies are classified in three gropes of policy problems : PPG’s technical and institution-
al problems, coordination problems among central government, local governments, business enterprises and consum-
ers, and electric power policy problems among international communities.
Another approach is the case study of PPG’s dissemination policies which are carried out by local government（ 
Tokyo Metropolitan City, Chuo District （a special local public entity（, Iida City Nagano Prefecture, Yokohama City 
Kanagawa Prefecture, Obihiro City Hokkaido and Kodaira City Tokyo. Above all, Iida City’s grappling with PPG’s 
dissemination is highly important in shaping electric decentralized society in the future.
（2012 年 6 月 1 日受理）
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